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研究成果の概要（和文）： 

本研究は、国際関係学と経済学の専門家を糾合しながら、安全保障と政治経済の領域におけ

る紛争と対立の背景にある共通問題を解明し、それらの問題を解明する分析法を構築しながら、

同問題を解決する制度を探究しようとするものである。本研究が着眼した問題とは、①主体間

で適切な協調関係を形成することに関わる提携形成および調整の問題、②有限価値を主体間で

円満に分配するという分配問題、③分配や主体の行動に関して、信頼可能な約束を樹立すると

いう約束履行問題であり、これらの問題を分析するのに適したモデルを構築し、モデルを基に

解析作業を行った。その結果、紛争の特性を包括的に解明し、紛争を協調に転換する諸制度を

析出した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This research project has sought to find common problems behind conflicts in the realm 
of international security and political economy.  To do so, the researchers of the project 
have built analytical models based on theories of economics and international relations. 
They have focused on include the problems of coalition formation, distribution, 
coordination, and credible commitment. Their analyses have illuminated the nature of the 
conflicts and uncovered appropriate institutional arrangements to turn the conflicts into 
cooperation. 
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１．研究開始当初の背景 

現代の国際関係は、情報や経済取引などの点

でグローバル化が進展する半面、安全保障と

政治経済の両領域で、紛争と協調の構図が地

域化しているというパラドキシカルな側面を
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有している。安全保障の領域では、東欧、中

東、西アジア、アフリカなどの地域で国家が

破綻し、それに伴う法秩序の瓦解によって内

戦、大規模人権侵害、テロリズムなどが発生

し、隣接地域の平和と安全に重大な脅威を与

えている。その一方、政治経済の領域では、

国際通貨制度の機能不全によって東アジアや

中南米などで金融危機が発生したことにくわ

え、世界貿易機関（ＷＴＯ）の多角的通商交

渉の行き詰まりを背景に、多くの地域貿易協

定が締結され、協定が非締約国に与える負の

外部効果が懸念されている。普遍的な国際制

度の限界が露呈している状況で国々は、地域

レベルで安全保障や政治経済の問題に対処す

ることを迫られている。経済的困窮が国家を

破綻に追い込み、国家の統治不能が経済的困

窮をもたらすならば、ふたつの問題は密接に

連動しているといえる。それゆえ、ふたつの

問題を同時に考察することが意味を持つよう

になってきている。 

 
２．研究の目的 

本研究の構成員がこれまで行ってきた研究

では、地域レベルの安全保障および政治経済

における対立と紛争の深層には、次の共通問

題があることが浮き彫りとなっている。 

 

(1) 提携形成問題 統治能力を失った国家を

再建したり、または、破綻国家に代わり、新

たな国家を建設したりするには、誰がその国

家の構成員、または国民となるのか、誰がそ

の国家から排除されるのかという根本的な問

題を解決しなければならない。換言すると、

これは、紛争地域に住まう複数の民族集団ま

たは宗派集団の間で、どのような提携

（coalition）、またはネットワークを形成す

るかという問題である。類似した提携形成問

題が、地域レベルで関連諸国の経済成長を促

す地域経済協調を構築する際も発生する。す

なわち、地域経済協調に、どの国家が締約国

となって参加するのか、どの国家が排除され

るのかというものである。こうした提携形成

問題を克服することが、安全保障領域であれ、

政治経済領域であれ、紛争の解決または協調

の促進の第一歩となる。 

 

(2) 分配問題 新国家の構成員が決定した後、

それらの構成員を仕切る集団や地域の間で、

新国家の憲法的枠組みに関する合意を形成し

なければならない。具体的には、議会の議席

配分、閣僚ポジション、財政支出などを、集

団間または地域間でどのように分配しするの

かという問題が浮上する。各集団は、自集団

の取り分を拡大させたいという思惑で交渉に

臨むため、交渉は難航する。しかし、この分

配問題が解決されない限り、新国家の憲法的

枠組みは構築されない。一方、地域経済協調

の場合、参加国が決定した後、参加国の間で、

問題を解決するためのさまざまな義務（通貨

安定を図るための外貨の提供、貿易障壁の削

減など）および権利（融資や市場へのアクセ

スに関わる権利など）を配分する問題が重要

な交渉課題となる。 

 

(3) 約束履行問題 分配問題に関する合意が

締結されれば、次に、どのようにその合意を

信頼可能な約束事（credible commitment）に

するのかという、約束履行またはコミットメ

ントの問題に取り組まなければならない。こ

れは、合意の実効性に関わる重要な問題であ

り、この問題が解決されないかぎり、合意は

形骸化を免れない。安全保障問題については、

集団間力学が変化する中で各集団が合意を遵

守して行動することは容易でなく、合意不履

行の発生または蓋然性によって紛争が再発す

ることが懸念される。合意の履行には、権利

保障を担保する強力な憲法および中立・公正



な司法・行政制度の構築が必要となることが

しばしば論じられているが、司法･行政制度の

中立・公平性を確保する方途についてはまだ

十分な分析は行われていない。 

安全保障と国際政治経済の各領域において、

上記の(1)～(3)の問題を理論的・実証的に解

明し、的確な処方箋を描くことが本研究の目

的である。 

 

３．研究の方法 

(1)複数の方法論による問題解明と政策提言 

本研究は、国際関係学と経済学の専門家を糾

合し、安全保障と政治経済の領域の紛争と対

立の深層にある、提携形成、分配、約束履行

に関わる問題を解明しようとするものである。

国際関係学者は、関係する主体間の権力関係

に着眼する現実主義的方法論および主体の間

で共有される認識や規範を重視する構成主義

的方法論などという、政治学で頻繁に利用さ

れる方法論に配慮しながら研究を進めた一方、

経済学の研究者は、主体の目的や合理的行動

を重視した合理的選択論やゲーム理論および

制度の合理的基盤を精査できる新制度論を適

用した。 

 

４．研究成果 

上記の方法論によって問題の内部を照射し

ながら、どのような条件で問題が生じ、激化

するのかが解明できたと同時に、問題を解決

する処方箋を導出するうえで不可欠な知見が

獲得できた。ひとつの問題に対して複数の学

問領域の方法論を適用した本研究では、一方

の方法論から析出される仮説をもう一方の方

法論によって検証できたため、高い信頼性の

下で問題を分析することが可能となった。こ

うした方法によって本研究は以下の成果を収

めた。 

山本は、提携の最適規模について様々な確

率論モデルおよび合理的選択論を適用して解

析することによって、関係する伝統的国際政

治理論の妥当性を検証した。岡田は、分配問

題における対立を協調に転換する鍵概念であ

る忍耐に着眼し、通常、約束履行可能性の点

で差別化される協力ゲームと非協力ゲームが

等質的な帰結に到達する忍耐のレベルを解析

した。古澤は、公共財の供給を目的とした集

団において、ただ乗りを防止できる提携関係

の態様を析出した。石黒は、理論的に内戦は

当事者間で力関係を基盤とした取引で先鋭化

を防止できるが、各陣営に強硬派が有意に存

在する場合、その限りでないところに着目し、

先鋭化を防止するうえで国際社会の介入の必

要性を提示した。石田は、通常、安心供与と

強制の論理には、不確実性下における信頼の

問題で共通していることを示し、紛争の先鋭

化回避において情報透明性の必要性を説いた。

飯田は、国際司法裁判所の紛争防止における

委任と先鋭化の効果について経験的に検証し

た。鈴木は、東アジアにおいて、国際制度に

よる安全保障体制および貿易体制を拡充する

上で必要となる提携形成の要件について考察

した。また、同盟に安全保障制度機能を統合

させる過程を調整問題として捉え、調整を促

進する複数の焦点効果を比較分析した。多湖

は、コモンロー国家が防衛的戦争を言明する

傾向があることを広範な国際比較データで示

した。 
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